













































国際化について検討を加えたものである｡ その結果, 中国, 韓国は依然として日本の技術力に依存している傾向
が見て取れる｡ しかしながら, 中国, 韓国とも自主技術への依存が年々高まっていると言え, 特に, 韓国では対








































る｡ 本稿では米国特許庁 (USPTO) の特許デー














出所：安田英土 (2006) 『アジア域内共同研究開発プログラムの提唱』 『東アジア共同体を設計する』 所収 p. 76






録件数は 21,809件, 同様に, 韓国は 374件, 中
国は 28件であった｡ 他方, 2011年の特許登録件
数は, 日本 46,139件, 韓国 12,262件, 中国 3,174
件となっており, 1991年の数値と比較して, 日
本は約 2.12 倍, 韓国は約 32.79 倍, 中国は約
113.36倍の件数に達している｡ 韓国の登録件数は
2010年に 1万件を超え, 中国の登録件数も 2008




















国 (たとえば, 出願人国：日本, 発明人国：日本―













































































の中国国内 R & D拠点設置増加が背景にあるも


















件存在する｡ この 22件のうち, 韓国企業韓国本
社―韓国企業日本現地法人の組み合わせは 7件












サムスン電子北京テレコム R & Dセンターの共
同出願となっていた｡ 残りの 2件はサムスン電子
と清華大学の共同出願特許であった｡ 韓国主要企




発 明 人 国 日本―中国 日本―韓国 中国―韓国 中国 (日本なし) 韓国 (日本なし)
19912011合計 267 211 1 143 258
出願人国：中国
発 明 人 国 中国―日本 中国―韓国 日本―韓国 日本 (中国なし) 韓国 (中国なし)
19912011合計 72 16 1 46 31
出願人国：韓国
発 明 人 国 韓国―日本 韓国―中国 日本―中国 日本 (韓国なし) 中国 (韓国なし)
19912011合計 357 76 1 438 24
出所：USPTOデータベースから筆者作成｡
表 2 複数の出願人国があるケース
出 願 人 国 日本―韓国 日本―中国 中国―韓国 日本―中国―韓国























検証を行ってみたい｡ 出願人が日本, 中国, 韓国
である 19912011年に登録された米国特許につい





















高い値となっている｡ いずれにしても, 韓国, 中
国にとって日本が技術供給元として重要な位置に
あることを確認できる｡





引用特許の国 中 国 韓 国 中国・韓国両方
19912011合計 10,863 7,802 1,214
1991-2011登録合計比 0.0166 0.0119 0.0019
出願人国：中国
引用特許の国 日 本 韓 国 日本・韓国両方
19912011合計 1,577 219 93
19912011登録合計比 0.1291 0.0179 0.0076
出願人国：韓国
引用特許の国 日 本 中 国 日本・中国両方
19912011合計 35,754 5,250 3,839
19912011登録合計比 0.3987 0.0585 0.0428
出所：USPTOデータベースから筆者作成｡




































































































































































同様に, LG電子は 1,404件の米国特許を 2011年
に取得しており, 富士通やヒューレット・パッカー













































































































日中韓三カ国の科学技術／産業技術の R & D活
動の実態と各国間の技術的な依存関係, 技術水準

































































































に中国企業のグローバルな R & D活動の構造を
解き明かす取り組みが必要と言える｡
( 1 ) 米国特許の DBを利用した理由としては, 参照
特許の検索を行える機能が USPTOのデータベー
スに備えられている点が大きい｡
( 2 ) Patenting by Organizations 2011参照｡
Patent Technology Monitoring Team U. S. PAT-
ENT AND TRADEMARK OFFICE (2012),
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